
 

 

横浜市水道局機械・電気設備標準仕様書（工事編） 

令和５年５月改訂 新旧比較表 

 

改訂前（旧） 改訂後（新） 

第1章  

1-1 省略  

 

1-2 用語の定義 

34 「JIS」とは、日本工業規格をいう。又、設

計図書のJIS製品記号はJISの国際単位系(SI)

移行（以下「新JIS」という。）に伴いすべて

新JISの製品記号としているが、旧JISに対応

した材料を使用する場合は旧JIS製品記号に

読み替えて使用出来るものとする。 

 

 1-3から1-34 省略 

 

  1-35 

２ 請負人は、工事施工に当たり、請負人の行

うべき関係官公庁及びその他の関係機関への

届出等を請負人の責任と費用負担において法

令、条例又は設計図書の定めにより実施しな

ければならない。ただし、これによることが

困難な場合は監督員の指示を受けなければな

らない。なお、主な関係官公庁は以下に示す

とおりである。 

(1) 経済産業省関東東北産業保安監督部（自

家用電気設備、ばい煙発生施設） 

(2) 各労働基準監督署（圧力容器、クレーン

設備、労働安全衛生法第８８条第１項の届

出が必要な機械等（労働安全衛生規則別表

第７）） 

(3) 総務省関東総合通信局（無線設備） 

(4) 神奈川県安全防災局（高圧ガス設備） 

(5) 横浜市消防局（消防、変圧器、蓄電池等

設備、自家発電設備、少量危険物、指定可

燃物） 

第1章 

 1-1 省略 

 

1-2 用語の定義 

34 「JIS」とは、日本産業規格をいう。又、設

計図書のJIS製品記号はJISの国際単位系(SI)

移行（以下「新JIS」という。）に伴いすべて

新JISの製品記号としているが、旧JISに対応

した材料を使用する場合は旧JIS製品記号に

読み替えて使用出来るものとする。 

 

 1-3から1-34 省略 

 

  1-35 

２ 請負人は、工事施工に当たり、請負人の行

うべき関係官公庁及びその他の関係機関への

届出等を請負人の責任と費用負担において法

令、条例又は設計図書の定めにより実施しな

ければならない。ただし、これによることが

困難な場合は監督員の指示を受けなければな

らない。なお、主な関係官公庁は以下に示す

とおりである。 

(1) 経済産業省関東東北産業保安監督部（自

家用電気設備、ばい煙発生施設） 

(2) 各労働基準監督署（圧力容器、クレーン

設備、労働安全衛生法第８８条第１項の届

出が必要な機械等（労働安全衛生規則別表

第７）） 

(3) 総務省関東総合通信局（無線設備） 

(4) 神奈川県安全防災局（高圧ガス設備） 

(5) 横浜市消防局（消防、変圧器、蓄電池等

設備、自家発電設備、少量危険物、指定可

燃物） 



 

 

(6) 横浜市環境創造局（送風機、圧縮機等設

備） 

(7) 電気事業者（電気設備） 

(8) 電気通信事業者（通信設備） 

(9) その他関係官公庁等 

 

 

1-36から1-47 省略 

 

別表 提出書類一覧表 

 

 

 

(6) 横浜市環境創造局（送風機、圧縮機等設

備） 

(7) 横浜市資源循環局（特別管理産業廃棄物） 

(8) 電気事業者（電気設備） 

(9) 電気通信事業者（通信設備） 

(10) その他関係官公庁等 

 

 1-36から1-47 省略 

 

別表 提出書類一覧表 

 



 

 

 

 

 

第2章 

 2-1-1から2-1-16 省略 

 

 2-2-1 材料 

２ 材料は、すべて日本工業規格（JIS）に適合

したもので、その主なものは次による。又、

これより適格な材質のものがあれば監督員の

承諾を得て、次以外の材料を使用してよい。

ただし、アスベスト等の有害物質を含有しな

いものを使用すること。 

 

2-2-2から2-2-5 省略 

 

2-2-6 配管材料 

１ 本工事に使用する配管材料は、特に指定の

ない場合は原則として配管材料表の使用区分

 

 

第2章 

 2-1-1から2-1-16 省略 

 

 2-2-1 材料 

２ 材料は、すべて日本産業規格（JIS）に適合

したもので、その主なものは次による。又、

これより適格な材質のものがあれば監督員の

承諾を得て、次以外の材料を使用してよい。

ただし、アスベスト等の有害物質を含有しな

いものを使用すること。 

 

2-2-2から2-2-5 省略 

 

2-2-6 配管材料 

１ 本工事に使用する配管材料は、特に指定の

ない場合は原則として配管材料表の使用区分



 

 

より選定する。ダクタイル鋳鉄管は、（社）日

本水道協会規格（JWWA）及び日本工業規格

（JIS）に定められた製品を使用する。 

２ 鋼管は、日本工業規格（JIS）に定められて

いる製品を使用する。塩ビライニング鋼管は、

日本水道鋼管協会規格（WSP）及び（社）日本

水道協会規格（JWWA）に定められた製品を使

用する。ただし、用途を別に定める場合はそ

れに従うこと。 

 

2-2-7から2-3-11 省略 

 

第3章 

3-1-1 規格、基準等 

請負人は、特記仕様書に記載する各種工事

を「1-34諸法令の遵守」に基づき施工するほ

か、下記の関係法令等に従い、誠実にしてか

つ安全な施工を行わなければならない。なお、

主な法令等は次に示すとおりである。 

(3) 日本工業規格（JIS） 

 

 3-1-2から3-4-5 省略 

 

3-4-6 コンクリート工事 

９ 鉄筋は、JIS C 3112、JIS C 3117によるこ

と。ただし、鉄筋が少量の場合で、監督員の

承諾を得たものは、この限りではない。 

 

 3-4-7 から 3-5-6 省略 

 

第 4 章 省略 

   

 

以下、余白 

 

より選定する。ダクタイル鋳鉄管は、（社）日

本水道協会規格（JWWA）及び日本産業規格

（JIS）に定められた製品を使用する。 

２ 鋼管は、日本産業規格（JIS）に定められて

いる製品を使用する。塩ビライニング鋼管は、

日本水道鋼管協会規格（WSP）及び（社）日本

水道協会規格（JWWA）に定められた製品を使

用する。ただし、用途を別に定める場合はそ

れに従うこと。 

 

2-2-7から2-3-11 省略 

 

第3章 

3-1-1 規格、基準等 

請負人は、特記仕様書に記載する各種工事

を「1-34諸法令の遵守」に基づき施工するほ

か、下記の関係法令等に従い、誠実にしてか

つ安全な施工を行わなければならない。なお、

主な法令等は次に示すとおりである。 

(3) 日本産業規格（JIS） 

 

 3-1-2から3-4-5 省略 

 

3-4-6 コンクリート工事 

９ 鉄筋は、JIS G 3112、JIS G 3117によるこ

と。ただし、鉄筋が少量の場合で、監督員の

承諾を得たものは、この限りではない。 

 

 3-4-7 から 3-5-6 省略 

 

第 4 章 省略 

 

 

以下、余白 

 

 

 


